


























と加藤高明-特に第5号の理解についてJ1 -IV cr政治経済史学J131 -132， 134 -135， 
1977)，北岡伸一 121カ条再考一日米外交の相互作用Jcr年報近代日本研究J7<日本外交
の危機認識>，山川出版社， 1985)，島田洋「対華21カ条要求J1 -I cr政治経済史学J25ト
260， 1987)等。

























2) さねとうけいしゅう『中国人日本留学史J<増補版>(くろしお出版， 1970) 461 -462 
頁。






























5) 同前， 56-61頁。留学生の数については，同前書の付表および二見剛史・佐藤尚子 r<付
>中国人日本留学史関係統計Jcr国立教育研究所紀要JI94， 1978)を参照のこと口









丸抑留ニ対シ日清交渉一件JI 2冊， r清国ニ於テ日本商品同盟排斥一件JI 7冊がある。なお
ボイコット研究の先駆的な研究書として， C.F.Remer; A Study of Chinese Boycotts， 
With Special Reference to their Economic Effectiveness， Baltimore， 1933がある。




















































































題であるo 関東州は， 1905年 9月 5日の「ポーツマス条約J21)第 5条によりロシア
からその租借権を継承し，同年12月22日の「満州に関する日清条約J第 1条で清国の




る南満州鉄道(満鉄)の権益の問題である O 東清鉄道の敷設・経営は， 1896年 9月8
日清国と露清銀行との間で約定され 23>，そのなかで鉄道は開通後36年目に有償， 80 







上(同刊行会， 1964)， 83-84頁。満州への移民は， 1908年が約6.5万人， 1年が8..5万
人， 12年が9万を数え，毎年5千人の割りで増加していった。
21) 前掲『日本外交年表並主要文書』上， 245-249頁。





6条に基づき， 1923年には経営期限が切れることになっている O その他，吉長(吉林一
長春)鉄道はもともとロシアが敷設権を有していたが，日露戦争後ロシアから譲渡さ
れ， I満州に関する日清条約」秘密条項第 1項， I新奉および吉長鉄道に関する協定J2の




























28) r中外旧約章量編J2 C前掲， 1959) r声明文件J947 -949頁。











































































































































のなかで21か条要求につながる広範な利権獲得の計画を出していた 46)のであるo 191 
42) その主な内容は，①借款総額l千万ポンド，年利率5%， 45年償還とすること，②担保は
東三省の煙草税・生産税・塩税等とし，清朝は許可なく諸税の廃止や減税をしないこと，③










































52) P.S.Reinsch; An American Diplomat in China， Doubleday， Page &Co.， New 































56) 石田栄雄「二十一箇条と列国の抵抗一米国との関係J(前掲『国際政治J6， 1958)， I対
華二十一箇条問題と列国の態度一一(特に，米国)J(~国際法外交雑誌J 58-4， 1959)，原多
喜子 1~21カ条要求』をめぐるアメリカの対応J (~史論J 19， 1968)。
57) 菊池貴晴前掲書，第4章「一九一五年・一九一九年の対日ボイコツトJ168-169頁。
58) 山本四郎前掲論文， 26-28頁。




































































































































65) 同前， 2 -3頁。



























(原案)のうち第16条， 19条は削除，第17条は撤回，第15条， 18条， 21条は他日の交
渉に留保する旨記録にとどめることとなったが，後者3条の留保事項は，その後のワ
シントン会議で幣原全権が放棄を声明して消滅するにいたった。
以上が21か条要求の原案 4月26日修正案 5月25日成立案件の 3条文からみた内
容異動の検討結果である O 原案の中心は，いうまでもなく旧ドイツの山東権益をその
まま日本に譲渡させること，南満州と東部内蒙古における既得権益を定着させるとと
330 イ弗教大学総合研究所紀要 創刊号
もに，さらにそれを拡大させること，漢冶芹公司や福建省の既得権益の確保と拡大，
揚子江流域への権益拡大等であり，ねらいは前二者にあった。それにこの際便乗して
要求できるものは何でも要求しておこうとした。そのあらわれが，第5号の希望条項
の設定であったといえるO
全体として要求の結末はどうであったかといえば，上記の分析のなかで示したよう
に，日本がもとめてやまなかった満鉄の使用および遼東半島の租借の期間の延長は一
応認められ，また南満州、|・福建省・漢冶洋公司における日本の既得権益だけはまがり
なりにも保証される形で収束したとはいえ，それ以外に新たに獲得した権益はほとん
どなかったといってよい。これが21か条要求の実体なのである。
たしかに要求の貫徹には難渋したが， もっとも重要な部分であった既得権益は確保
することができた。次の段階はこれをいかに定着させるかであるO これが1915年以降
の日本外交の課題となった。しかし中国側の抵抗は予想外に大きかった。したがって
日本政府は本意ではなかったが，奉天軍閥張作震を支援し，南満州だけでも彼の支配
下に置いて， 日本の権益を擁護させようとした。やがてそれが破産すると，南京国民
政府に対し， 日本の既得権益を守らせようとするが，革命外交によってうまくいかず，
ついに武力で権益を維持するしか方法がなくなった。満州事変はその結果であった。
このようにみてくると， 日本の対華21か条要求の中核は南満州における権益の定着
化であり，逆にそれが中国のナショナリズムを強く刺激し，その後の日中関係に癒し
がたい傷痕を残したのであるO 日本が21か条要求からえたものはわずかであったが，
この要求が中国の人々に与えた憎悪のエネルギーは計り知れないものがあった。この
点の評価にこそ21か条要求の歴史的意義があるといえよう O
u弗教大学文学部教授)
